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調査の品質向上に繋がる専門統計調査士の
資格取得の現況と問題点

日本大学大学院新聞学研究科
・日本大学法学部非常勤講師

島崎 哲彦 ※

調査の品質向上が調査のプロセスの標準化と調査従事者の能力によって支えられること、さらに
調査プロセスの標準化と国際標準化機構（ISO：International Organization for Standardization）の
ISO20252（調査一般）との関係、調査従事者の能力測定と統計調査士・専門統計調査士資格との関係は、
本調査報 No.689（2015.3）で述べたとおりである。

本稿では、そのうち統計調査士・専門統計調査士の試験結果の現況、特に専門統計調査士の合格率
の低下に着目して、その原因を探り、調査従事者に要求される知識について分析する。

※東洋大学社会学部教授、同大学大学院社会学研究科客員教授を経て、現職。一般社団法人日本マーケティング・リサー
チ協会公的統計基盤整備委員会顧問、ISO/TC225 日本国内委員会座長。

1.資格制度の概要
統計調査士・専門統計調査士の資格制度は、

統計調査の実務従事者向けに（一社）日本統計学
会が中心となり設立した（一社）統計質保証推進
協会による統計検定の一分野として始まった。
統計検定全体は、制度開始当初、英国王立統計
学会（RSS：Roya l Sta t i s t i ca l Soc ie ty）と同
じ内容の試験による国際資格、大学学部レベル
を要求する統計検定1級、大学基礎科目レベル
を要求する統計検定2級、データの分析レベル
を要求する統計検定3級、資料の活用レベルを
要求する統計検定4級、それに統計実務従事者
向けの統計調査士・専門統計調査士の7つの資
格によって構成されていた。統計調査士資格は、
統計の役割、統計法規、公的統計が作成される
仕組み、主要な公的統計データの利活用方法に

関する正確な理解等を要求している。専門統計
調査士資格は、調査の企画・管理、ならびにデー
タの高度利用の業務に携わる上で必要とされる、
調査企画、調査票作成、標本設計、調査の指導、
調査結果の集計・分析、データの利活用の手法
等に関する基本的知識と能力を要求している。
なお、専門統計調査士資格は統計調査士資格の
取得が前提となっている。また、経過措置として、
統計調査士は調査員経験によって、専門統計調
査士は統計調査の企画・運営、調査員の指導経
験によって、試験の得点に加点される制度があっ
たが、2015年に廃止された。
（一社）日本マーケティング・リサーチ協会も、

専門統計調査士資格については発足当初から制
度確立と運営に協力してきたし、現在も協力し
ている。
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いずれの資格も学歴・経験等を問わず、試験
に合格することによって授与される資格である。
それ故に、統計調査士・専門統計調査士資格は、

（一社）社会調査協会の大学学部の科目履修・単
位修得による社会調査士資格、大学院の科目履
修・単位修得と社会調査を用いた論文の審査に
よる専門社会調査士に比べて、社会調査の現業
従事者にとって取得しやすい資格である。

なお、2015年から統計検定1級と2級の間に、
準1級の資格が設けられた。準1級は、2級まで
の基礎知識をもとに、実社会の様々な問題に対
して適切な統計学の諸手法を応用できる能力を
要求する資格である。この資格は、1級の試験問
題の難しさを考慮して設けられたと考えられる。

2.統計調査士・専門統計調査士の試験問題
統計調査士の試験問題は、表1の参照基準項

目表に示すとおり、3分野、5つの大分類、12の
中分類、さらにこの表には掲載しなかったが46
の小分類の項目から出題される。

試験問題数は、2016年を例
にあげると26問（付問を含める
と30問、規定では30問）で、解
答時間は60分である。合格基
準は、正解率およそ70%である。
「Ｃ．統計の見方と利用」の分

野では、エンゲル係数やローレ
ンツ曲線とジニ係数といった係
数関連の質問、景気動向指数と
いった指数関連の質問、箱ひげ
グラフ等の質問も出題されてい
るが、解答に計算過程を必要と
する質問はない。

この資格は、当初国の統計調
査員を対象としたものであった
が、その受験者は皆無に近かっ
た。現在では大学の学生対象に
変更している。受験者には学生
も含まれるが、相当数は専門統
計調査士資格を目指すものの同
時受験者である。

専門統計調査士の試験問題
は、表2の参照基準項目表に示
すとおり、12の大分類、32の
中分類、さらにこの表には掲載

しなかったが100の小分類の項目から出題され
る。出題は大分類項目は網羅しているが、中分
類項目は必ずしも網羅しておらず、小分類項目
は網羅していない。

表2　専門統計調査士参照基準項目表
大項目 中項目

1 調査企画

(1) 基本設計
(2) 実施体制
(3) 費用積算
(4) 工程・品質・リスクの管理

2 調査票作成

(1) 調査事項
(2) 質問と回答
(3) 付随資料
(4) 調査票

3 標本設計 (1) 標本抽出方法
(2) 標本設計

4 データの整理 (1) 検査
(2) 入力

5 調査手法 ( 全体 )
(1) 探索的調査と検証的調査
(2) 量的調査と質的調査
(3) 全数調査と標本調査

6 調査手法
( 訪問調査 )

(1) 特性
(2) 調査員の教育・訓練
(3) 実査管理

7 調査手法
( 郵送調査 )

(1) 特性
(2) 実施体制・回収率向上策

8 調査手法
( 電話調査 )

(1) 特性
(2) コールセンターの構築と調査員教育

9 調査手法
( 電子調査 )

(1) 特性
(2) 品質と安全管理

10
調査手法
( 装置設置型調査 )
( 視聴率調査・スキャン調査 )

(1) 特性
(2) 品質管理

11 調査手法
( 定点 ( 観測 ) 調査・パネル調査 )

(1) 特性
(2) 実施体制と回答の品質管理

12 データの利活用

(1) データの分析
(2) データの精度評価
(3) 調査データの実際
(4) 分析結果のまとめ

（『統計検定』ホームページより。大項目・中項目を抜粋）

表1　統計調査士参照基準項目表
大項目 中項目

　Ａ．統計の基本

1 統計の役割
(1) 統計とは
(2) 統計の意義
(3) 統計と社会・経済

2 統計法規 (1) 統計法の基礎的内容
(2) 統計法施行令等の内容

　Ｂ．公的統計調査の実務

1 統計調査の
基本的知識

(1) 調査の仕組み
(2) 調査実務の手法
 　( 調査企画の基本的事項 )
(3) 統計の公表

2 統計調査員の
役割・業務

(1) 調査員制度
(2) 調査員の業務

　Ｃ．統計の見方と利用
主要な公的統計と
その見方・利用

(1) 主な統計
(2) 統計データの見方

（『統計検定』ホームページより。大項目・中項目を抜粋）
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試験問題数は、2016年で37問（付問を含め
て40問、規定では40 ～ 50問程度）で、解答時
間は90分である。合格基準は、正解率70%程
度以上となっている。出題傾向をみると、40%
以上が表2の「12．データの利活用の手法」の領
域の問題で、そのなかには回帰分析やクラスター
分析といった多変量解析の質問、ラスパイレス
計算やパーシェ計算を用いた消費物価指数や
G D P、さらに時系列データの季節調整といった
指数の質問も含まれている。

多変量解析は、マーケティング・リサーチの
データ加工で用いられることがあるが、公的統
計調査のデータ加工ではほとんど用いられない。
他方、指数化は、公的統計調査のデータ加工で
は多用されるが、マーケティング・リサーチの
データ加工ではあまり用いられない。また、こ
れらのデータ加工は調査の発注者側が担当する
ことが多く、調査会社の従業者にとっては距離
がある分野ともいえる。

なお、回答形式は、統計調査士・専門統計調
査士両試験ともに、5つの選択肢から正解を1つ
選ぶ形式である。

3.統計調査士・専門統計調査士の受験者数、
合格者数、合格率の動向とその背景
資格制度開始の2011年から2016年に至る6

年間の統計調査士・専門統計調査士試験の受験
者数の推移、合格者数の推移、合格率の推移は、
表3に示すとおりである。

統計調査士の受験者数は、2011年286人、
2012年302人と少数であり、これらは専門統計

調査士試験と同時出願の調査従事者と考えられ
る。資格対象を大学生に変更した頃から受験者
数が増加し、2016年には452人に達した。専門
統計調査士の受験者数は、2014年まで調査業
務経験者への加点制度があり、当初はその該当
者の出願が多く、258人に達した。その後、加
点制度適用者の出願減少により、2013年まで受
験者数が暫減している。2016年に受験者数が再
び257人まで上昇した原因は、学生の出願のた
めと考えられる。

次に、合格者数は受験者数に左右されるので、
合格率の推移を検討する。

統計調査士の合格率は、当初58.4%であった
のが暫減し、2014年には30%台まで減少した。
これは、調査経験による加点対象者の減少が原
因であろう。2016年には再び54.2%まで上昇し
たが、これは学生の受験者の増加と彼らの学習
の成果によるものであろう。試験問題の多くは
暗記によって対応できるものであり、学習によっ
て大きな効果が期待できる内容である。また、
本協会公的統計基盤整備委員会や立教大学が開
催する受験対策講座の効果もあったものと考え
られる。

専門統計調査士の2011年の合格率は79.8%
であったが、2012年には52.2%、2013年には
40.6%、2014年には38.8%と、4割を割り込む
まで降下した。先に述べたように、加点制度の
対象となる調査実務経験者が早い時期に多数出
願しており、その減少が影響して合格率が低下
していったと考えられる。加点制度対象外の受
験者についても、調査実務年数の長いものは初

表3　統計調査士・専門統計調査士受験者数・合格者数・合格率の推移

資格 年度
受験者 合格者 合格率

実数（人） 対前年比 実数（人） 対前年比 率（%） 対前年比

統計調査士

2011 286 ー 167 ー 58.4 ー
2012 302 1.06 149 0.89 49.3 0.84
2013 403 1.33 170 1.14 42.2 0.86
2014 410 1.02 156 0.92 38.1 0.90
2015 404 0.99 148 0.95 36.6 0.96
2016 452 1.12 245 1.66 54.2 1.48

専門統計調査士

2011 258 ー 206 ー 79.8 ー
2012 205 0.79 107 0.52 52.2 0.65
2013 229 1.12 93 0.87 40.6 0.78
2014 227 0.99 88 0.95 38.8 0.96
2015 209 0.92 67 0.76 32.1 0.83
2016 257 1.23 76 1.13 29.6 0.93

（（一社）日本マーケティング・リサーチ協会公的統計基盤整備委員会
『公的統計市場に関するレポート 2015』及び『統計検定』ホームページより）
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期に出願し、徐々に実務経験の浅い層に出願が
移行していったことも、合格率低下の一因と考
えられる。

その後も合格率の降下は続き、2016年には
29.6%と初めて3割を割り込んだ。この間、前掲
表2の参照基準の「12．データの利活用」の分野、
即ち調査実施の実務からは距離があり、調査実
施の実務従事者には不得意な分野の問題数が増
加しており、しかも解答に計算を要する問題も
含まれている。このことも、合格率低下の一因
と考えられる。

なお、2011年から2016年の6年間の累積合
格者数は、統計調査士が1,035人、専門統計調
査士が637人である。資格認定者数は、2016
年分が判明しておらず、2011年から2015年ま
での5年間で、統計調査士が790人、専門統計
調査士が465人である。統計調査士試験に合格
し、専門統計調査士試験に不合格の場合、統計
調査士資格は認定される。しかし、統計調査士
試験合格から5年が経過すると、統計調査士試
験を再受験して、専門統計調査士試験を受験し
なければならない。また、専門統計調査士試験
に合格しても、統計調査士試験が不合格であれ
ば、専門統計調査士資格は認定されない。専門
統計調査士試験から5年間統計調査士試験に不
合格であると、両方の試験を再受験しなければ
ならない。このため、両試験の合格者数の累計
と両資格の認定者数の累計は、整合しない。
（一社）日本マーケティング・リサーチ協会（正

会員社128社）を対象にした2015年度の「第41
回経営業務実態調査」（回答社104社）によれば、
回答社の調査業務従業者数の合計は5,685人で
ある。2016年までの専門統計調査士資格の認定
者をおよそ500人とし、その大半が調査会社従
業者だとすると、同協会正会員社の調査従事者
に占める同資格認定者は未だ10%に満たないと
考えられる。

4.資格試験の合格率改善のための施策
この資格試験は、前掲の試験内容を鑑みると、

出題領域の知識に関する学習なしには、まず合
格は無理である。学習のための対策講座として、

（一社）統計質保証推進協会の連携セミナーであ
る（一財）統計研究会やSAS Ins t i t u t e Japan
のセミナーのほか、前掲の立教大学や（一社）日

本マーケティング・リサーチ協会の講座等をあ
げることができる。

本稿では（一社）日本マーケティング・リサー
チ協会の講座内容を紹介し、受講者の状況を検
討してみる。
（一社）日本マーケティング・リサーチ協会の

統計調査士・専門統計調査士受験対策講座は、「統
計学基礎講座」「統計学応用講座」「専門統計調
査士対策講座『データの利活用編』」「統計調査
士対策講座『公的統計実務編』」「専門統計調査
士対策講座『調査実施実務編』」の5講座からなり、
同協会公的統計基盤整備委員会が2014年度か
ら毎年開催している。
「統計調査士対策講座『公的統計実務編』」は統

計調査士試験の過去問の、「専門統計調査士対策
講座『データの利活用編』」と「専門統計調査士対
策講座『調査実施実務編』」は専門統計調査士試
験の過去問の解説講座であり、「統計学基礎講座」
と「統計学応用講座」は試験問題に解答するため
の統計学の学力を高めるための講座である。
「専門統計調査士対策講座『データの利活用

編』」では、表2に示した専門統計調査士参照基
準の「12．データの利活用」分野に該当する過去
問の解説を行うが、これらの解説は一定の統計
学の学力なくして理解できるものではない。そ
こで、「統計学基礎講座」「統計学応用講座」の
受講により統計学の学力を高めた上で、「専門
統計調査士対策講座『データの利活用編』」を受
講・理解してもらおう、また他の問題を解く応
用力を身に付けてもらおうというカリキュラム
になっている。「統計学基礎講座」は、定量調査
の手順に沿って無作為抽出法、標本誤差、母集
団推計や代表値、検定等の基礎的統計手法を学
ぶ内容であり、「統計学応用講座」は相関、回帰、
多変量解析、指数等データの高度な加工・分析
手法を学ぶ内容である。

これらの講座の開講当初の受講状況をみると、
過去問解説講座の受講者が多く、統計学の基礎・
応用講座の受講者は少数であった。

過去問の解説講座を受講することは、資格試
験の出題傾向を知るためには有効であるが、次
回の資格試験に過去問がそのまま出題されるこ
とはまずない。

また、統計学の基礎学力が不足しているのに
「統計学応用講座」を受講するもの、統計学の基

－ 4 －
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礎・応用学力が不足しているのに「専門統計調査
士対策講座『データの利活用編』」を受講するも
のも目立った。そこで、2016年度の受講者募集
要項には、「統計学応用講座」では「統計学基礎
講座」に該当する内容の解説は行わないこと、「専
門統計調査士対策講座『データの利活用編』」で
は「統計学基礎講座」「統計学応用講座」に該当
する内容の解説は行わないことを明記した。そ
の結果、2016年度は「統計学基礎講座」「統計
学応用講座」の受講者が若干増加したものと考え
られる。

前掲のとおり、過去問がそのまままた出題さ
れることはまずないのであるから、解答のため
にはそれ相応の統計学の学力が必要とされるこ
とは、言うまでもない。

このような状況から、専門統計調査士試験の
合格率低下の最大の原因は、受験者の統計学の
学力不足にあると考えられる。

5.統計学の知識と学習の必要性
統計学は幾多の学問領域の中では極く一部の

領域に過ぎず、ましてや多変量解析や指数はそ
のまた一部を構成するに過ぎない。しかし、統
計手法は、多くの学問領域で目的に到達する手
段として用いられる。調査会社の従業者は、文系・
理系の様々な専攻の出身者であるが、大学等の
教育の過程で統計に触れたことがあろう。ただ
し、統計学そのものを学問の対象とし、高度の教
育を受けたものはほとんどいないと考えられる。

他方、定量調査の視点からみると、統計は標
本抽出、標本誤差、母集団推計を考慮した標本
数等の調査設計、調査票作成における尺度構成
や、集計、分布、代表値、検定、相関、回帰、
多変量解析、指数等の様々なデータの加工・分
析工程で必要とされる重要な手法である。定量
調査は、統計学に依拠して成り立っているので
ある。

しかし、調査会社が担当する業務が調査実施
等の調査工程の一部であることも多く、さらに
多くの調査会社の業務別横割り制度の中で、従
業者個人が担当する業務がそのまた一部に過ぎ
ないことも多い。

だが、定量調査の業務の視点からみると、企
画からデータ分析・報告書作成までの様々な工
程は独立したものではなく、それらが連動して

ひとつの調査が成り立っている。
したがって、調査従事者はどの分野の業務に

従事しようとも、調査工程全般にわたる知識は
必要である。様々な工程で調査を支える統計学
の知識は、もちろんのことである。

最近の専門統計調査士の資格試験の内容が
「12.データの利活用」に偏っている嫌いがある
が、それでも同試験の30%を下まわる合格率の
低さは調査従事者のレベルを示唆するものと考
えられ、決して是認できるものではない。

調査業務従事者、とりわけ調査会社社員は、
統計学が自らの従事する業務に必要な知識であ
ることを自覚してそれらを学習し、専門統計調
査士資格に挑戦して欲しい。

このことが、結果として調査の品質向上をも
たらすのである。

＜参考文献＞
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or. jp /、2017年3月閲覧
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●（一社）日本統計学会ホームページ、h t t p : / /
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－ 5 －



－ 6272 － 中央調査報　No.716・平成29年6月10日発行　■

－ 6 －

■パーソナル先端商品の利用状況（第32回）
（調査結果の概要）

1.利用率
ＡＶ関連機器等では、
・「４Ｋテレビ」の利用率は前回と比べ1.0ポイン

ト増の3.7％。
・「ブルーレイプレーヤー／レコーダー」はこれ

までの利用率の伸びが止まり、前回とほぼ同
じ40.4％。

パソコン関連機器等では、
・「タブレット型」と「モバイルノート」の利用率

が、それぞれ前回より2.8ポイント、2.2ポイ
ント増加して、28.5％、14.6％となった。

・「ノート／ブック型」は42.2％で4.1ポイントの
減少。「デスクトップ型」は24.2％で前回とほ
ぼ同じ。

通信関連機器等では、
・「スマートフォン」と「携帯電話（スマートフォ

ン以外）」を合わせた「携帯電話（計）」の利用率
はおよそ９割。

・前回「携帯電話（スマートフォン以外）」を初め
て上回った「スマートフォン」の利用率は、今
回もさらに上昇して58.4％となったが、伸び
は2.1ポイントと小幅にとどまった。

・「スマートフォン」は、若い世代ほど利用率が
高く、20 ～ 40代では９割前後、50代でも６
割以上が利用しているが、60代では３割台、
70歳以上では１割台の利用にとどまる。

　当社が例年実施している「パーソナル先端商品の利用状況」調査について今年の結果を報告します。
この調査は 1986年 11月から毎年行っており、今回が32回目です。調査は、20歳以上の全国 4,000
人の男女個人を対象として、2017年 2月に個別面接方式で行い、有効回収数は1,200でした。

図表１　利用率・利用意向率
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家庭用ファクシミリ

＊「パソコン（計）」の利用意向率には、現在すでにいずれかのタイプのパソコンを使っている人の他タイプへの利用意向を含む
＊「携帯電話（計）」の利用意向率には、現在すでに「携帯電話」 「スマートフォン」いずれかを使っている人のそれぞれへの利用意向を含む
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全体  66.5  28.5  14.6  42.2  24.2  49.8  22.9  17.5  54.6  34.1  24.3  13.7  90.4  58.4  46.6  1.4  37.6 

20代  82.9  38.4  17.7  47.2  27.3  48.8  21.8  36.1  76.5  41.3  45.2  13.7  96.2  92.7  12.6  0.9  22.6 

30代  82.0  37.1  24.0  50.3  28.9  59.1  25.6  30.6  69.1  49.9  36.0  16.5  98.1  90.7  26.5  3.6  35.8 

40代  91.7  44.7  23.2  61.4  34.7  75.2  33.9  26.5  80.4  55.8  36.8  23.3  97.6  87.1  35.2  1.5  49.7 

50代  79.4  32.2  13.2  55.7  30.4  61.0  27.1  16.2  64.4  42.0  25.1  18.0  94.5  62.1  53.0  0.9  50.3 

60代  58.6  20.2  10.8  37.3  21.0  47.9  24.3  5.0  40.9  22.1  14.4  10.0  89.4  35.1  65.8  0.9  38.1 

70歳以上  25.9  9.1  3.9  14.4  9.8  18.6  9.6  2.5  17.6  7.1  3.0  4.1  74.5  12.2  67.8  0.9  28.8 

年代差 (65.8) (35.6) (20.1) (47.0) (24.9) (56.6) (24.3) (33.6) (62.8) (48.7) (42.2) (19.2) (23.6) (80.5) (55.2) (2.7) (27.7)
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全体  9.8  5.4  1.4  2.7  1.6  2.0  1.1  0.9  0.7  0.2  1.4  0.7  4.0  3.8  0.2  0.3  1.0 

20代  20.0  12.0  2.9  4.9  6.2  7.8  3.6  0.9  2.0  -    4.0  1.6  1.6  1.6  -    -    0.7 

30代  15.4  5.6  3.0  4.4  2.4  5.6  1.8  2.5  -    -    3.0  1.2  3.1  3.1  -    1.3  2.5 

40代  13.3  10.0  1.8  2.4  -    -    0.8  2.1  0.8  -    2.0  -    2.0  2.0  -    0.5  0.9 

50代  8.2  4.3  0.7  3.9  0.5  1.1  1.6  -    0.5  0.7  0.7  1.8  6.2  5.5  0.7  -    1.6 

60代  6.9  3.3  0.9  2.0  2.0  0.5  -    -    1.5  0.5  -    0.5  6.6  6.6  -    -    -   

70歳以上  1.3  0.6  -    0.4  0.3  -    -    0.3  -    -    -    -    4.1  3.5  0.6  -    0.6 

年代差 (18.7) (11.4) (3.0) (4.5) (6.2) (7.8) (3.6) (2.5) (2.0) (0.7) (4.0) (1.8) (5.0) (5.0) (0.7) (1.3) (2.5)

図表2　年代別利用率・利用意向率 （％）

2.今後の（新規）利用意向は、
・「利用意向率が今回最も高かったのは「４Ｋテ

レビ」の11.5％であり、前回よりも2.9ポイン
ト上昇した。利用率の伸びは緩やかであるも
のの、利用意向率については、2014年の調査
開始以来上昇を続け、過去最高となっている。

・次いで利用意向率が高かったのは「タブレット
型パソコン」で5.4％。「パソコン（計）」でみると、

利用意向率は9.8％となっている。
・その他利用意向率の高いものとしては、「デジ

タル一眼レフカメラ」が4.0％、「スマートフォ
ン」が3.8％となっている。ただし、「スマート
フォン」の利用意向率は前回より1.1ポイント
減少し、過去最低となっている。

AV 関連機器

パソコン関連機器 通信関連

（注）網かけ太字の部分は、全年代の中で最も数値の高いもの　 ※プレーヤー（再生機）およびレコーダー（録画機）
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選。任期は5年で、9年ぶりの革
新系へ政権交代となる（5月10
日）。

過去最大規模のサイバー攻撃：
ウインドウズを標的としたラン
サムウェアと呼ばれるウイルス
によって、日本を含む約100カ
国で計7万5千件の被害が確認さ
れた（5月13日）。

北朝鮮が弾道ミサイル：北朝
鮮による弾道ミサイル発射は今
年7回目で、飛行距離は約800㎞、
高度は2000㎞を超えており、新
型ミサイルの可能性があるとい
う（5月14日）。

政党支持率　自民党は前月比
1.6ポイント増の26.9％だった。
民進党は0.2ポイント増の5.0％、
公明党は1.0ポイント減の3.5％、
共産党は0.3ポイント増の1.7%、
日本維新の会は0.5ポイント増の
1.1％。支持政党なしは59.5％で
前月より1.2ポイント減。

国民の景気感　「良くなった」
は前月より1.0ポイント減の7.0％、

「悪くなった」は1.4ポイント減で
18.7％。時事世論景気指数は130
で前月と変わらず。

暮らし向き　昨年の今頃と比べ
て「楽になった」は前月比0.2ポイ
ント増の4.6％、「苦しくなった」
は1.8ポイント減の19.9％だった。

5月の時事世論調査
5月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比3.4ポ
イント減の46.6%、不支持率は1.6
ポイント増の28.9％だった。5割
を割り込んだのは、昨年12月以
来5カ月ぶり。

調査は全国の18歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で5月12日から15日に実施。
有効回収（率）は1,292（64.6％）。

この時期の国内の動きは、
東芝、債 務 超過2256億円：

東芝は2度延期していた2016年
4 ～ 12月期の連結決算を発表し
たが、監査の適正意見がない異
例の決算となった。最終損益は
5325億円の赤字、自己資本は
2256億円のマイナスに陥った（4
月11日）。

福岡で3億8千万円強奪：福岡
市中央区天神のみずほ銀行福岡
支店近くの駐車場で、東京都足
立区の男性会社員が男2人に現
金約3億8400万円が入ったスー
ツケースを奪われた（4月20日）。

個人情報15万件流出の疑い：
チケット販売大手のぴあは、サ
イバー攻撃による不正アクセス
を受け個人情報約15万件が流出
した可能性があると発表。約3
万2千件のクレジットカード情報
も含まれ、カードの不正使用が
197件、計約630万円分が確認
されている（4月25日）。

復興大臣が辞任：東日本大震
災についての失言の責任をとっ
て今村復興相が辞任。第2次安
倍内閣での不祥事による閣僚辞
任は5人目（4月26日）。

日露首脳会談：安倍首相とプー
チン大統領はモスクワで会談し、
元島民による北方領土墓参に航

空機を活用することや北方四島
での共同経済活動の実現に向け
現地調査団を派遣することで合
意した（4月28日）。

米艦防護を初実施：安全保障
関連法に基づき、海上自衛隊の
護衛艦「いずも」が房総半島沖で
米海軍補給艦と合流し、2016年
3月の同法施行後初めて米艦防護
の任務を実施した（5月1日）。

安倍首相「改憲と20年施行」
を表明：安倍首相は民間団体の
フォーラムに寄せたビデオメッ
セージで、憲法第9条の改正と
2020年の施行を目指す考えを表
明した（5月3日）。

国外では、
米軍が最強の非核爆弾を使用：

通称MOAB（モアブ）と呼ばれる
大規模爆風爆弾を、アフガニス
タンのイスラム過激派組織・イ
スラム国の施設に対し投下した
と米国防総省が発表。同爆弾の
実戦使用は初めて（4月13日）。

シリアで自動車爆弾テロ：シ
リア北部アレッポ郊外で、包囲
下の町から脱出する住民を乗せ
たバスの近くで自動車が爆発し、
少なくとも126人が死亡（4月15
日）。

トルコ憲法改正で大統領権限
強化：首相ポストをなくすなど
大統領権限を大幅強化する憲法
改正案の是非を問うトルコの国
民投票は、僅差で賛成派が勝利。
エルドアン大統領による事実上
の独裁政権が可能に（4月16日）。

タリバンが軍基地襲撃：アフ
ガニスタン北部の陸軍基地を旧
支配勢力タリバンが襲撃し、約
150人が死亡と伝えられる（4月
21日）。

仏大統領にマクロン氏：決選
投票でE Uとの協調を訴える中
道・独立系のエマニュエル・マ
クロン前経済相が、極右政党・
国民戦線のマリーヌ・ルペン党
首を破る。マクロン氏は39歳で、
仏史上最年少の大統領（5月8日）。

韓国大統領は文在寅氏：朴槿
恵前大統領の罷免に伴う韓国大
統領選挙は、革新系最大野党・
共に民主党の文在寅前代表が当
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